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概要：記憶容量の増大や計算性能の上昇といったハードウェアの発展に伴い，アプリケーションの取り扱
うデータ量や計算量は日々増大している．そこで注目されているのが大規模なコンピュータクラスタにお

いて処理を分散することで高速化を図る Hadoop等の分散処理フレームワークである．Hadoopは元来少

人数での使用を想定されているため，大規模な計算資源を多人数で共有するには計算資源の割当てを行う

新しいスケジューラが必要である．加えて，データセンタ等において商業目的で Hadoop を運用するに

は，データセンタ管理者の収益を考慮した料金の設定手法が必要になる．本研究は利用者の入札に基づい

たオークションにより計算資源の割当てを行うスケジューラを提案する．評価実験では，入札額と利用料

金に合わせた計算資源の割当てに成功し，従来手法と比較するとデータセンタ管理者の得る収益が最小で

29%，最大で 297%増加した．

1. 研究背景

記憶容量の増大や計算性能の上昇といったハードウェア

の発展に伴い，アプリケーションの取り扱うデータ量や計

算量は日々増大している．そこで注目されているのが大規

模クラスタにおいて処理を分散することで高速化を図る

Hadoop [1]等の分散処理フレームワークである．

　 Hadoopとは Googleが開発したMapReduce [2]に影響

を受け開発されたオープンソースソフトウェアである．

MapReduce とはジョブを Map として細分化した上で各

計算ノードで実行し，結果を Reduce としてまとめる分

散処理フレームワークである．Hadoop バージョン 2 で

は Hadoop バージョン 1 のスケーラビリティを改善する

ため，YARN [3] が実装された．図 1 に YARNのイメー

ジ図を示す．YARNにおいて，Hadoopバージョン 1にお

いてクラスタとジョブの管理を行う jobtracker の機能は

ResourceManagerとApplicationMasterに分割され，それ

ぞれがクラスタの管理とジョブの管理を行う．YARNより

導入された NodeManagerでは，コンテナと呼ばれる計算

資源の単位において Mapあるいは Reduceの処理を実行

する．これらの変更により Hadoopバージョン 1のボトル

ネックが解消され，スケーラビリティの向上を実現した．

　YARNの導入により 4,000ノードを超える大規模クラス

タの管理を実現したことで，計算量の膨大な科学技術計算
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図 1 Hadoop2 系 YARN イメージ図

やビッグデータの解析等のための運用が期待されている．

しかし大規模なクラスタや膨大な量のデータセットを利用

者が個々人で用意することは容易ではなく，それらを複数

人で共有することが求められる．本研究は利用者の利用料

金とデータセンタ管理者の収益を考慮した，複数人で共有

可能な Hadoopデータセンタを構築することを目指す．

　 Hadoopを導入したクラスタで複数人の同時利用を可

能とするために解決すべき主な課題として，動的な計算資

源割当て手法の考案が挙げられる [4]．先行研究において，

計算資源の割当てを利用者の申告する時間あたりの利用料

金から決定する，Dynamic Priority parallel task scheduler

[4]（以後 DPスケジューラ）なる手法が提案されている．

しかし DPスケジューラでは，並列する利用者の数が少な

いとき安価な利用料金で多くの計算資源を利用でき，デー

タセンタ管理者の収益が減少するという問題がある．

　本研究ではオークションメカニズムを導入した新しいス
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ケジューラを提案する．本提案手法は割当てる計算資源の

量に合わせて下限の料金を設定することで，データセンタ

管理者の収益の減少を防止する．評価実験において先行研

究と利用料金の比較を行った結果，データセンタ管理者の

得る収益は最小で 29%，最大で 297%増加した．

　続く第 2章では Hadoopクラスタ共有のための計算資源

割当てを行うスケジューラや料金設定に関する先行研究に

ついて紹介する．第 3章では本研究で提案する手法につい

て説明し，第 4章においてその評価のために行った実験に

ついて述べる．最後に本研究の結論と今後の課題を記す．

2. 先行研究

本章では Hadoopに標準で実装されているスケジューラ

と，複数人に対して動的な割当てを行うため考案された

DPスケジューラ，そして本研究で用いるオークションメ

カニズムに関連する先行研究について述べる．

2.1 Hadoopの標準スケジューラとDPスケジューラ

Hadoopは元来少人数による利用が想定されており，そ

れは計算資源の割当てを行うため Hadoopが標準で搭載し

ている FIFO，Fair，Capacityという 3種のスケジューラ

の仕様からも伺い知ることができる．FIFOスケジューラ

はアプリケーションを到着順に実行するスケジューラであ

る．最初に実行されたアプリケーションに全ての計算資源

を割当て，終了次第，次に実行されたアプリケーションに

計算資源を割り当てる．Fairスケジューラは全利用者に割

当てる計算資源の量を均等にすることを試みるスケジュー

ラである．Fairスケジューラでは事前に利用者ごとに対応

するプールとその優先度を設定する必要がある．利用者は

設定されたプールにジョブを投入し，同プール内の利用者

と等しくなるよう計算資源が割当てられる．プールを複数

の利用者で共有するため，FIFOとは異なり，計算資源を

長時間保持している場合に割り込みを発生させることが可

能となっている．Capacityスケジューラは事前に設定した

割合だけ計算資源を割り当てるスケジューラである．例え

ば利用者 Aに 30%，利用者 Bに 70%と設定した場合，利

用者Aが投入するアプリケーションはクラスタ全体の計算

資源の 30%を，利用者 Bは 70%を使用することができる．

この割合はクラスタ全体の CPU性能あるいはメモリ使用

量を表している．これらのスケジューラは，複数のユーザ

の参加離脱が考えられる状況で必要となる動的な性質に欠

けているという課題があり，複数人で利用する際には新た

なスケジューラが必要となる．

　複数人で計算資源を共有するため開発されたのが DPス

ケジューラである．DPスケジューラの利用者は事前に各

自が時間あたりに支払うことのできる金額である支出率

を申告する．そしてそれぞれに割当てられる計算資源の量

は，支出率が全体の何割を占めるかで決定する．例えば利

用者 Aが支出率を 0.3，利用者 Bが 0.7と申告し利用者が

その 2名のみとすると，割り当てられる計算資源は利用者

Aに 30%，利用者 Bに 70%となる．計算資源はコンテナ

と呼ばれる単位に分割され，設定された割合に合わせた数

が割当てられる．割当てられた複数のコンテナにおいて利

用者はアプリケーションを実行し，一定間隔ごとに時間あ

たりに使用したコンテナ数に支出率を掛け合わせた分の料

金を支払う．

　 DPスケジューラを利用することで，新規の利用者や，

実行を終え離脱する利用者の設定をデータセンタ管理者

がその都度行う必要がない．また，一定間隔ごとに計算資

源の割当ての比率を計算することで，動的な利用が可能と

なっている．先行研究における評価実験において，DPス

ケジューラは各ユーザに割り当てる計算資源の割合を動的

に変化させることと，最大 80名のユーザによる並列利用

が可能であると示されている．

　 DPスケジューラの仕様として利用できる計算資源の量

を全体の支出率の割合で決定することから，利用者は全体

の利用者が自身のみであると知った場合，支出率を極端に

減少させることが考えられる．そのため，DPスケジュー

ラを用いたデータセンタの運営において，収益がデータセ

ンタ管理者の想定を下回る恐れがあることが課題となる．

その原因となるのが，並列する利用者の数が少ないとき，

利用者の計算資源に対する評価額を下回る申告でも多くの

計算資源を利用可能となってしまう点である．そこで，商

用データセンタを運営するには利用者が評価額を正しく申

告するという性質を確立することと，データセンタ管理者

の収益が保証される仕組みが必要であると考えた．本研究

ではそのような料金設定手法の実現にオークションメカニ

ズムを用いる．

2.2 オークション理論

本研究において用いるオークションメカニズムとはオー

クションの仕組みを取り入れた計算資源割当て手法であり，

データセンタの利用者および管理者の利得を増加させるた

めオークション理論の導入を検討している．オークション

理論とは社会全体の利得である社会的余剰を最大化する

ことを目的とした資源分配の理論であり，昨今現実の問題

に適用されることが増加し注目を集めている．基本的に，

オークションでは売り手が公開した単一の財，あるいは複

数の財に対して買い手は自らの評価額を入札し，最大の評

価額を入札した買い手が財を落札する．オークション理論

を導入した仕組みを設計するにあたって，不正が行われな

いことと，買い手にとって評価額を正しく入札することが

最適であるように設計することが求められる．この特徴に

より利用者の虚偽の申告を防止することが可能となる．

　オークション理論はデータセンタでの利用にも応用でき

ると期待されており，関連する先行研究として [5]や [6]が
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ある．[5]は商用のクラウドサービスにおける料金設定に関

する内容となっている．昨今，Amazon EC2 [7]のスポッ

トインスタンス [8]等，仮想マシンをオークションによる料

金設定に基づいて提供するサービスが存在する．しかし，

現状ではオークションによって決定される仮想マシンの利

用料金は，仮想マシンの性能の違いを十分に考慮できてい

ない．そのため市場の要求に適切に応えるためには，仮想

マシンに対する利用者の要求・評価を正しく把握し，複数

の財を取り扱う組み合わせオークションによって異なる種

類・場所の仮想マシンをまとめて取り扱う必要がある． [5]

ではデータセンタや仮想マシンの種類の違い，利用者の予

算等，多くの制約を含んだオークションメカニズムを設計

している．[6]は電力を効率的に送電するスマートグリッ

ドにおいて，データセンタへの送電量にデマンドレスポン

スを導入することを目標とした研究である．デマンドレス

ポンスとは，電気料金の高騰のような状況の変化に応じて

需要者側から送電量を変化させることである．デマンドレ

スポンスは消費電力を削減し，電力の効率的運用を行う優

れた手法であるが，データセンタにおいて電力の減少は可

用性の面から避けるべきと考えられ，導入が難しいとされ

ている． [6]ではその課題の解決のためにオークション理

論を導入し，データセンタとスマートグリッドの社会的余

剰を最大化することを試みた．

　商用のデータセンタにおいて計算資源を提供するにあた

り，データセンタ管理者の利益を保証するためには割当て

る計算資源の量に合わせた利用料金の下限を設けること

が有効であると考えられる．財の料金の下限を用いた複数

財のオークションメカニズムとして Leveled Division Set

protocol [9](以後 LDSプロトコル)が挙げられる．LDSプ

ロトコルでは売り手が事前に財の全ての組み合わせに売値

の下限である留保価格を設定する．一方買い手もそれらの

財の組み合わせ全てに入札を行い，オークションを行う．

オークションは組み合わせた財の数が最も多いものから行

い，その組み合わせの留保価格を上回る入札があった場合，

落札となる．落札した際の支払額は一般化 Vickreyオーク

ション [10]により決定される．一般化 Vickreyオークショ

ンとは，最高額の入札を行った買い手が 2番目に高い入札

額で落札する Vickreyオークション [11]を複数財に適用し

た手法である．一般化 Vickreyオークションにおいて，落

札した買い手の支払額は，落札した買い手が参加しない場

合の社会的余剰から落札した買い手が参加した場合の他の

買い手の社会的余剰を引いた額となる．これらの値は自身

の評価額に左右されることはないため，買い手は自身の評

価額通りの入札を行うことが最適となる．LDSプロトコル

ではそのような一般化 Vickreyオークションの特徴を満た

しつつ，一般化 Vickreyオークションの課題であった架空

名義による入札を解決することに成功した [9]．

3. 提案手法

本研究では，DPスケジューラで考案された利用者ごと

の支出率に基づいた計算資源割当て手法と，LDSプロトコ

ルで考案された財のセットと留保価格を用いたメカニズム

を組み合わせた手法を提案する．計算資源の割当ては DP

スケジューラと同様に利用者の入札する時間あたりの支出

率に基づいて行う．異なるのは割当てる計算資源の量を入

札額である支出率の単純な比率にせず，利用者間のオーク

ションによって決定する点である．

　オークションは一定間隔ごとに行われ，その都度割当

てる計算資源の量を各利用者の入札に基づいて決定する．

データセンタ管理者は計算資源を N 等分に分割し，1/N

の倍数の計算資源を利用者に提供する．また，データセン

タ管理者は i = 1, 2, . . . , N に対し，i/N の計算資源それ

ぞれに留保価格 Ri を設定し，利用者に提示する．これは

i/N の計算資源を利用するために必要な価格の下限を意味

する．各利用者はデータセンタで実行するジョブを持つ．

利用者はデータセンタ管理者が提示した留保価格と自身の

予算から利用を希望する計算資源の最大量を決定する．利

用者 j の希望する計算資源の最大量をMj とする．利用者

jは i = 1, 2, . . . ,Mj に対し，i/N の計算資源それぞれに入

札を行う．この入札額は利用者が支払うことを希望する金

額以下であり，留保価格 Ri 以上である必要がある．

　次に各利用者に割当てる計算資源の量を決定するメカ

ニズムについて述べる．最初に全ての計算資源量に対し

て，留保価格より低い入札を行った利用者を拒否する．拒

否されなかった利用者に対して 1/N の計算資源が割当て

られる．ここでは拒否されなかった利用者の数を xとす

る．次に残りの 1 − x/N の計算資源の割当てを試みる．

1− x/N +1/N の計算資源に対する各利用者の入札を確認

する (+1/N は最初に割り当てた計算資源の分である)．留

保価格以上の入札が 1つだけ行われていた場合，その入札

を行った利用者に 1− x/N の計算資源を割当てる．留保価

格以上の入札が複数行われていた場合，それらの中で最大

の入札を行った利用者に 1− x/N の計算資源を割当てる．

留保価格以上の入札が行われていなかった場合，1/N を

減らした 1− x/N の計算資源の割当てを試みる．1− x/N

の計算資源に対する各利用者の入札を確認する．留保価格

以上の入札が 1つだけ行われていた場合，その入札を行っ

た利用者に 1 − x/N − 1/N の計算資源を割当てる．留保

価格以上の入札が複数行われていた場合，それらの中で最

大の入札を行った利用者に 1 − x/N − 1/N の計算資源を

割当てる．このように計算資源を 1/N ずつ減らしていき，

留保価格以上の入札が 1つでも行われていた場合，その計

算資源の量に対して最大の入札を行った利用者に計算資源

を割当てる．計算資源の割当てが行われた場合，計算資源
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図 2 提案手法一例

に残りがあればその割当てを試み，残りがなければ終了す

る．最後まで入札を確認した後，割当てが行われていない

計算資源は未使用とする．

　本方式では留保価格を上回る入札を行った利用者には，

最低の単位の計算資源を割当てることを保証する．今回は

簡単のため 100%の計算資源を 10%ずつ区切っており，そ

の場合は 10%を保証することとなる．10%ごとに区切るこ

とで，各利用者に 10%を保証することとなり，並列で利用

できる利用者の最大数が 10名と制限されてしまうが，これ

を 1%ずつ区切ることで 100名，また，小数点以下まで設

定することでそれ以上の利用者が同時に利用することが可

能である．利用者は落札した際の入札額を，一定時間ごと

に確認する利用コンテナ数分だけ利用料金として支払う．

　本手法の例として，留保価格と各利用者の入札の様子を

図 2に示す．図 2の例において，最小の単位である 10%に

対する入札では全ての入札が留保価格を超えているため，

全ての利用者に 10%の計算資源を割当てる．残りの 70%の

割当てを試みる．70+ 10%に対する入札において留保価格

を上回る入札は存在しないため，次に 60%の割当てを試み

る．60 + 10%に対する入札においてユーザ Cの入札が留

保価格を上回る．このとき留保価格を上回る入札を行った

のはユーザ Cのみであるため，利用者 Cに 60%の計算資

源が割当てられる．続いて 10%の計算資源の割当てを試み

る．10 + 10%の入札において留保価格を上回る利用者は

ユーザ Cを除いた 2名となる．2名の入札を確認すると，

ユーザ Bの入札がユーザ Aのそれを上回るため，10%の

計算資源をユーザ Bに割当てる．その結果，ユーザ Aに

10%，ユーザ Bに 20%，ユーザ Cに 70%が割当てられる．

4. 評価実験

本章では，提案手法を用いた複数人への計算資源の割当

てにより，平行して実行されるジョブの計算時間への影響

やデータセンタ管理者が得る収益の増減を確認するための

評価実験について述べる．

4.1 評価実験概要

本提案手法によって DPスケジューラの課題である管理

者の収益の低下を防ぐことができるかを検証し，商用デー

タセンタでの運用が可能かどうかの評価を行うため実験

を行った．本提案手法の比較対象として，DPスケジュー

ラと，DP スケジューラにおいて他の利用者が実行して

いない状況では支出率を最低額に変更するスケジューラ

(DP-downスケジューラと呼ぶ)，の 2種のスケジューラを

用いて同様の実験を行った．本評価実験ではデータセンタ

に見立てた，3台の仮想マシンから構成されるクラスタに

おいて実施した．実行するジョブとして，Hadoopに標準

で実装されている円周率計算 (pi)とワードカウント (wc)

のサンプルプログラム，そしてWebページの重要度を決

定するページランクプログラム [12](pr)を用いた．ワード

カウントおよびページランクにおいて利用するデータは，

intelによって開発されたビッグデータベンチマークスイー

トであるHiBench [13]により生成している．本実験では最

大の利用者数を 3名とした．各利用者は同一の処理を 5回

ずつ実行し，それぞれ終了後に 5分の間隔を設けている．

つまり全体の利用者数は時間によって変動し，割当てられ

る計算量が変動することとなる．また，2分間隔で使用し

ているコンテナ数分の支出率を支払う．

　評価実験の環境を表 1，実験内容について表 2に示す．

表 1にはそれぞれのマシンの OSと，メモリ容量，仮想コ

ア数，Hadoopのバージョンを順に表している．表 2には

1～4までの実験における各利用者の実行するジョブと支出

率を記載している．実験 No. 1において，user 1，user 2，

user 3の全ての利用者は piを実行した．同様に実験 No. 2

では wcを，実験 No. 3では prを実行している．実験 No.

4では user 1，user 2，user 3はそれぞれ pi，wc，prを実

行した．表 3はそれぞれの利用者による計算資源の各割合

に対する入札額と留保価格を示す．ユーザ 1，2，3は最大

で 40%，60%，70%をそれぞれ希望している．

表 1 クラスタ構成

OS Memory[GB] VCore Hadoop ver.

CentOS 7.3.1611 8 8 2.7.1

CentOS 7.4.1708 8 8 2.7.1

MacOS X 10.9.5 8 8 2.7.1

表 2 各実験における利用者の実行ジョブと支出率 (S. Rate)

実験 No.
user 1 user 2 user 3

Job S. Rate Job S. Rate Job S. Rate

1 pi 2 pi 3 pi 5

2 wc 2 wc 3 wc 5

3 pr 2 pr 3 pr 5

4 pi 2 wc 3 pr 5

表 3 入札額及び留保価格

割合 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

留保価格 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0

user 1 1.0 2.0 3.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

user 2 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 0.0 0.0 0.0 0.0

user 3 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 0.0 0.0 0.0
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4.2 評価実験結果

DPスケジューラ，DP-downスケジューラ，提案手法に

よるそれぞれの実験結果を図 3，図 4，図 5に示す．各図に

おける折れ線グラフは利用者ごとのジョブ実行時間を，棒

グラフは支払った利用料金を表している．また，図 3，図

4，図 5において実験 No.は表 2のものと対応している．

図 3 DP スケジューラ実験結果

図 4 DP-down スケジューラ実験結果

図 5 提案手法実験結果

まず DPスケジューラと DP-downスケジューラの実験

結果について述べる．図 3 と図 4 において，各実験の実

行時間はほぼ同値となった．実行時間の違いは最大では

DP-downにおける実験 No. 3において約 7分増加したも

のであり，それ以外の結果ではおおよそ数秒から 5分の間

となっている．DPスケジューラと比較し，DP-downスケ

ジューラにおける利用料金は全ての実験，利用者において

減少している．各実験において 3名の利用者の利用料金の

合計は，実験 No. 1において約 11%，実験 No. 2において

約 23%，実験 No. 3において約 22%，実験 No. 4におい

て約 24%それぞれ減少しており，全ての実験においてデー

タセンタ管理者の得る収益は減少した．利用者ごとに利用

料金を見ると，実験 No. 4における user 1の利用料金の減

少が著しい．実行時間は他の 2名の利用者の 2倍近いにも

関わらず，DP-downスケジューラにおいて約 48%利用料

金が DPスケジューラから減少した．

　次に提案手法の実験結果である図 5について述べる．実

行時間については，DPスケジューラおよび DP-downス

ケジューラと同様に，希望する計算資源の量が多く，より

大きな利用料金を申告した利用者の実行時間が全ての実験

において小さくなっていることが確認できた．提案手法に

おいて，他の 2種のスケジューラとは割当てる計算資源の

割合が異なるため，それぞれの利用者の実行時間に差がで

きている．また，提案手法では他の利用者が存在しなくな

り計算資源が余っている場合でも，入札した値より多くの

計算資源を利用することができないという特徴も実行時間

の変動に影響している．提案手法における利用料金につい

て DP-downスケジューラの結果と比較すると，実験 No.

1から実験 No. 4まで全ての実験において 3名全ての利用

者の利用料金が増加した．利用料金の増加は，最小で実験

No. 2における user 1の 29%，最大で実験 No. 4における

user 1の 297%という結果となった．

4.3 評価実験考察

DPスケジューラと DP-downスケジューラを比較する

ことで，DPスケジューラの課題としていた収益の減少を

確認できた．DP-downスケジューラで見られた利用料金

の減少は絶え間なく利用者がジョブを実行していれば起こ

ることはないが，実際のデータセンタにおいて全利用者が

同一のジョブを同じタイミングで実行するとは考えにく

く，どうしても利用者が減少する状況は発生すると考えら

れる．このことから DPスケジューラをデータセンタで使

用するためには収益を確保することのできる料金設定手法

の考案が必要であると明らかとなった．

　実験 No. 4に着目すると，実行時間の差はほぼ無いにも

関わらず，DPスケジューラでは他の利用者に比べて最大

だった user 1の利用料金が DP-downスケジューラでは最

小になった．このとき user 1は他の 2つのジョブと比べて
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実行時間の長い円周率計算のジョブを行っている．このこ

とから，計算量の大きいジョブは申告する料金を小さくす

ることが利用者にとって最適となり，たとえ優先度の高い

ジョブであったとしても評価通りの料金を申告しないとい

うことが起こり得る．提案手法ではこの点がある程度解決

されており，計算量の大きいジョブを長時間実行すること

で利用料金が増大していることが確認できた．

5. 結論と今後の課題

本稿では複数人の同時利用が可能な Hadoopデータセン

タの構築を目指し，オークションメカニズムと留保価格を

導入した手法の提案を検討した．評価実験では，提案手法

によって利用者の入札の大小関係に合わせた実行時間とな

るように計算資源の割当てを行うことと，全体的に利用料

金の増加を確認できた．今後の課題として，落札した計算

資源に対する利用料金を入札額より安価にすることで利用

者の参加を促すオークションメカニズムの考案や，留保価

格の適切な設定が挙げられる．その際には利用者だけでな

く，データセンタ管理者の収益やデータセンタの利用率も

考慮し，全体の利得を増大させる必要がある．また，本提

案手法においては落札した際の支払金額は本人の落札金

額に依存するが，そのようなオークションは正直なオーク

ション [14]ではない．正直なオークションとは，利用者が

財に対して本人が考える価値通りに正直に入札することが

最適となるメカニズムを導入したオークションである．収

益を増大させるためには，正直なオークションメカニズム

の設計が必要であり，今後の課題である．
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